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• 原子力を取り巻く国際情勢の複雑化
• 保障措置対象施設の増加・多様化・高度化： SMR（小型モジュール

炉）や先進炉の導入拡大、六ヶ所再処理施設（RRP）の稼働予定など、
核燃料サイクル施設の多様化・高度化が進展

• データの爆発的増加：加盟国の申告データ、衛星情報、オープンソー
ス情報等が急増。

喫緊の課題： 増加するワークロードに対し、抜本的なアプローチへの転
換
• リソースの制約： 査察等の中核活動は通常予算で実施。戦略的な能

力強化は通常予算外の加盟国支援プログラム（MSSP）などからの外
部支援に依存。

保障措置を取り巻く環境の変化と課題
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The Agency’s Programme and Budget 2026–2027, 
GC(69)/6

スタッフ
IAEA全体 約2500人
保障措置局 約900人

IAEA保障措置のリソース 予算
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5The Safeguards Implementation Report for 2025 (https://www.iaea.org/sites/default/files/sir-2025.pdf)

IAEA保障措置予算の推移
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1977年に設立されたMSSPは、IAEAの核検認能力の強化と維持に
おいて重要な役割を果たしている。施設へのアクセスや、研修お
よび機器の現場試験のための専門的知見の提供など、資金的およ
び現物的な貢献の両面を通じて、MSSPはIAEA保障措置局の業務
を効果的に補完。

加盟国支援計画（MSSP）

https://www.iaea.org/topics/safeguards
-and-verification/programmes/member-
states-support-programmes
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中長期（6～12年）
• 戦略計画 (Strategic Plan)： 5つの

重点領域における長期的目標
• 検認能力の強化：必要資源の確保

に向けた優先分野（RMP）（STR-
410、2026年1月）

短期（2年）
• 核検認のための開発・実施支援プ

ログラム（D&IS）（STR-409、
2026年1月）

保障措置の戦略的枠組み
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IAEA保障措置局戦略計画（Strategic Plan）

Enhancing Capabilities 
for Nuclear Verification: 
Resource Mobilization 
Priorities (RMP)（STR -
410、January 2026）
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IAEA保障措置局のミッション、戦略目標及び戦略イニシアティブ
項目 内容

ミッション

 早期発見のリスクを通じた核拡散の抑止
 申告核物質が平和的目的にのみ使用され、未申告の核物質や活動が存在しな

いことについての信頼できる保証の提供
 要請に応じたその他の検認業務の支援

戦略目標

 IAEAの能力と実績の継続的な向上による将来の保障措置上の課題に万全に
対応できる体制の確保

 新興技術がもたらす課題やリスクの適切な管理とその恩恵の最大限の活用
 データセントリック・アプローチの展開と、保障措置の実施を通じて収集さ

れた情報リソースの最大限の活用
 保障措置任務の遂行に必要な十分な財政資源と人的能力の確保

戦略イニシア
ティブ

 核検認への人工知能(AI)の活用 (SGAi)
 保障措置データを一元的に管理・統合するプラットフォーム構築 (SGLake)
 保障措置業務の効率化(SGLean)
 職場環境の改善 (SGTeam)
 移動中の核物質・核活動に対する保障措置 (SGMove)
 パートナー国との協力関係の維持・強化 (SGPartnerships)



ISCNCapabilities and associated support needs

Enhancing Capabilities 
for Nuclear Verification: 
Resource Mobilization 
Priorities (RMP)（STR -
410、January 2026）
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RMPでは、戦略計画の５項目に関連する能力の中から、技術的目標、効率
性、投資収益率、リスク、緊急性の5つの基準に基づき、外部支援が特に必
要な17の最優先能力が特定。

必要資源の確保に向けた優先分野（RMP）
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IAEA保障措置の戦略的転換 現地査察中心から情報分析中心へ
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ISCN17の最優先能力
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ISCN17の最優先能力
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ISCN17の最優先能力
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ISCN17の最優先能力
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18



ISCN17の最優先能力
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• 保有する多様な核燃料サイクル施設に適用可能な測定・検認装置の開発、
リモートモニタリングの適用等を通じて、IAEA保障措置の高度化に貢献。

• 機構が有する超微量分析や同位体分析技術を活用し、NWALとして認定
されている高度環境分析研究棟(CLEAR)において、バルク分析及びパー
ティクル分析をIAEAに提供。分析精度の向上や品質保証、分析手法の改
良・標準化に継続的に取組。

• 人材育成及び加盟国支援の観点では、ISCNは、IAEAや関係省庁等と連携
し、アジア地域を中心に保障措置に関する能力構築支援を実施。これに
より、加盟国におけるSSACの強化と保障措置専門人材の育成に寄与して
いる。加えて、ISCNでは、IAEA査察官に対するトレーニングを提供する
ことにより、IAEA職員の能力向上にも貢献。

原子力機構及びISCNの取組
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IAEA保障措置の戦略的転換 現地査察中心から情報分析中心へ
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• IAEA保障措置が、現地査察中心から情報分析中心へと転換していく中で、
STR-410に示されている戦略計画や最優先分野それぞれについて、STR-
409に示されている、目指すべき成果（アウトカム）、具体的な成果物
（アウトプット）及び求められる支援内容の概要を整理した。
（詳細は、ISCN Newsletter No.0353-May 2026、https://iscn.jaea.go.jp/promote/iscnnl_d.php?id=1493）

• このような整理は、原子力機構をはじめとする日本の関係機関が、今後
のIAEAとの協力の方向性や重点支援分野を検討する上で、有益な視点を
提供するものと考える。

• 国内の各関係機関が各々の強みを活かし、IAEAのニーズに基づく協力を
継続し、検認能力の強化、国際的な保障措置体制の信頼性向上に貢献し
ていくことが重要である。

まとめ
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目標（分
類番号）

優先能力 （ID
番号）

項目 (ID 
No.) 成果 (Outcome No.) 成果物 (Output) IAEA SG局が必要とする外部支援

すべて
の施設・活
動に対する
効果的な
保障措置
アプローチ
の確保
(V.6)

1

先進炉（SMR及
びマイクロ炉を含
む）に効果的かつ
効率的に保障措
置アプローチを実
施する能力
(V.6.C2)

保障措
置アプロー
チ

(SGCP-
003）

モデル保障措置アプ
ローチの開発を通じた先
進・SMR(A/SMR)施設の保
障措置能力の強化(#2)

移動型/可搬型、溶融塩炉、高温ガス

炉、金属冷却高速炉等、様々な
A/SMR技術区分毎の標準的な原子
炉の詳細概要

各A/SMR技術区分に関連する転用・
不正使用シナリオの特定

異なるA/SMR技術区分に対応したモ
デル保障措置アプローチ

専門性の強化、モデルアプローチの開発、及び
A/SMR技術に関する知識の最新化のため、SG局職員

のワークショップ・会合・研修への参加に係る渡航費等
の財政的支援

詳細化を進めるための研究開発及び専門家の関与に
よる支援

2

ウラン濃縮施設
に対して、より効果
的かつ効率的に
保障措置を実施
する能力(V.6.C5)

保障措
置アプロー
チ

(SGCP-0
03)

最新の大規模遠心分離
濃縮プラント(GCEPs)に対

する保障措置能力の強化
(#1)

最新の大規模GCEPにおける転用・

不正使用シナリオの特定及びそれに
対応する保障措置上の検知目標に
対処するための潜在的な対策と活動
の分析

大規模GCEP向けモデル保障措置ア
プローチの更新

最新の大規模GCEPに関する詳細かつ技術的な転用・

不正使用シナリオ評価のため、分析、研究開発、また
は専門家の関与による支援

新規または改良された保障措置技術・機器の開発に向
けた研究開発、専門家の関与

モデル保障措置アプローチの更新に向けた専門家の
関与

保障措置・不拡散に関するCoE(Centre of Excellence)
のカルーセル型施設において、最新の大規模GCEPに
適用する保障措置のための機器及びアプローチの試
験を行うための財政支援

3

軍事用（海軍）
及び原子力船舶
並びに浮体式原
子炉に効果的か
つ効率的な保障
措置アプローチを
実施する能力
(V.6.C8)

保障措
置アプロー
チ

(SGCP-0
03)

浮体式原子力発電所
(Floating Nuclear Power 
Plants: FNPPs)及び民生用

原子力船舶に対する保障
措置の適用に関する、効果
的かつ効率的な実施方法
の確立(#6)

 FNPP及び民生用原子力船舶に対す

る保障措置の実施に関連する課題
（法的・実務的取決めを含む）の評価

 IAEAの「海上における原子力技術の認可(Atomic 
Technologies Licensed for Applications at Sea：ATLAS)
プロジェクト」を含め、FNPP及び民生用原子力船舶へ

の保障措置の実践的適用に関する多様な側面を検討
するための専門家の参画

海事コミュニティとの連携を図るための財政支援

最優先分野、成果、IAEAが必要とする支援の例

ISCN Newsletter No.0353-May 2026、https://iscn.jaea.go.jp/promote/iscnnl_d.php?id=1493
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Thank you for your 
attention. 

EXPO 2025 Osaka Kansai
Austria Pavilion
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